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マレーシア： 国家経済回復計画 (PENJANA)の税務上

の焦点 

 

概略 

マレーシア首相は、2020 年 6 月 5 日、マレーシアが回復局面に入ったことから、

「PENJANA」（Pelan Jana Semula Ekonomi Negara / National Economic Recovery 

Plan）として知られる、国家経済回復計画を発表した。この回復局面は、マレーシア政

府の COVID-19パンデミックの影響に対処する 6段階アプローチ（つまり、Resolve/解

決、Resilience/立ち直り、Restart/再起動、Recovery/回復、Revitalize/活性化、及び

Reform/改革）の第 4番目となる。 

PENJANAは、国内経済の再生を目的としており、下記の 3つの主要目標に焦点を当

てている：(i)国民への活力付与、(ii)ビジネスの推進、更に(iii)景気刺激。これには、約

350億リンギット相当の 40のイニシアティブが含まれ、その内、100億リンギットは、政

府が直接財政注入する。 

関係当局が国家経済回復計画の税制優遇措置について、指針を発行することが期待

される。 

国家経済回復計画の税制優遇措置の主要点は下記の通り： 

1. 外国直接投資を誘致するための税制優遇措置 

外資系企業のマレーシアへの事業移転を誘致するため、次の税制優遇措置が発表さ

れた。これらの優遇措置の申請は、2020年 7月 1日から 2021年 12月 31日までの

間に、マレーシア投資開発庁（「MIDA」）に提出できる。 

税制優遇措置 詳細 

製造分野への新

規投資に対する

完全な法人所得

税免除（つまり、

税率 0％） 

製造会社に対する法人所得税の完全免除年数は、製造会社の

資本投資額によって異なる: 

(i) 優遇措置の承認から 3 年以内に 3 億リンギットから 5 億リ

ンギットの資本を投資する企業に対して、10年間の非課税; 

(ii) 優遇措置の承認から 3 年以内に 5 億リンギットを超える資

本を投資する企業に対して、15年間の非課税。 

企業は、優遇措置の承認日から 1 年以内にマレーシアに事業

移転し、操業を開始する必要がある。 

コメント: 1986 年の投資推進法に基づき、規定されている政府

促進の事業活動及び製品に関与する製造会社は、法定所得に
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税制優遇措置 詳細 

ついて最長 10 年間、最大 100％の所得税免除を提供する、パ

イオニア・ステータス税制優遇措置を申請する資格がある。 

100％の投資税

控除 

マレーシアに既に拠点を有する既存企業が、海外の施設をマレ

ーシアに移転する場合、5年間に渡る 100％の投資税控除を申

請できる。 

コメント: MIDA がこの優遇措置の詳細（適用条件など）を提供

することが期待される。 

 

2. 全ての事業に対する財政的支援 

COVID-19 パンデミックの経済的影響の緩和と事業回復の支援の為、政府は全ての

事業に対し、以下の措置を導入する:  

税の種類 優遇措置 

売上及びサービ

ス税（「SST」） 

2020 年 7 月 1 日から 2020 年 9 月 30 日までに支払われる

SST延滞に対するペナルティの 50％免除。 

コメント: マレーシア税関（「税関」）は、活動制限令期間の SST

延滞に対するペナルティについて、2020年 6月 30日までに支

払われた場合には完全免除されると、以前発表していた。しか

し、この免除は、外国で登録されたデジタルサービスプロバイダ

ーによるサービス税延滞には適用されていない。その為、税関

が外国で登録されたデジタルサービスプロバイダーに対して、

新たな５０％免除についても適用しないのか、納税者に明確に

示すものと思われる。  

所得税  最大 300,000 リンギットの事業所の改修や改装の為に企

業が負担する経費に対する特別税額控除を 2021年 12月

31日まで延長。  

 情報通信技術（「ICT」）機器を含む機械や機器から発生し

た適格資本支出の加速減価償却（「ACA」）を 2021 年 12

月 31日まで延長。 

 中小企業（「SME」）のテナントに少なくとも 30％の賃貸割

引を提供する家主に対する特別税額控除を 2020年 9月３

０日まで延長。 

コメント: 以前の景気刺激策の下では、改修及び改装費用や

ACA の控除は、２０２０年３月１日から２０２０年１２月３１日まで

の期間に発生した関連費用にのみ適用され、家主の控除は、２



 

０２０年４月から２０２０年６月にのみ適用された。この ACA は、

下記レートに基づき、２年以内に請求できる: 

(i) 初期控除: 20%; 更に 

(ii) 年間控除: 40%. 

 

3. 観光分野への支援  

観光分野を支援するため、政府は以下の優遇措置を発表した: 

税の種類 優遇措置 

観光税 観光税の免除は、2020年 7月 1日から 2021年 6月 30日ま

で適用される。 

コメント: 現在、観光税は 1 泊 1室あたり 10 リンギットのレート

で外国人旅行者に課されている。 

サービス税 サービス税登録済みのホテル運営者の場合、サービス税の免

除は 2021年 6月 30日まで延長される。 

コメント: 以前の景気刺激策の下では、2020 年 3 月 1 日から

2020年 8月 31日迄の期間、ホテル運営者が提供する宿泊サ

ービス及びその他の関連サービスに対して、同サービス税が免

除されていた。 

所得税  国内観光費に対する個人所得税控除は、最大 1,000 リン

ギットで、2021年 12月 31日まで延長される。 

コメント: 以前の景気刺激策の下では、下記の個人所得税の控

除が認められていた: i)マレーシア観光芸術文化省に登録済み

の施設において発生した宿泊費、及び (ii)2020 年 3 月 1 日か

ら 2020年 8月 31日の期間における観光名所への入場料 

 ツアー代理店、ホテル運営者、航空会社等の観光分野の

企業は、更に 3 か月間（2020 年 10 月 1 日から 12 月 31

日まで）法人所得税の分割払いを延期できる。 

コメント: 以前の景気刺激策の下では、観光部門の企業は、法

人所得税の分割払いを 6か月間（2020年 4月 1日から 2020

年 9月 30日まで）延期することが認められていた。 

 

4. コモディティ分野の支援  

2020年 7月 1日から 2020年 12月 31日まで、政府は、コモディティ分野を支援する

ため、原油パーム油、原油パーム核油、精製脱色脱臭パーム核油の輸出に対して輸

出税を 100％免除する。 



 

コメント: 現在、これらの商品の輸出税は、1 トンあたりの価格に応じて０％から 30％の

範囲である。 

5. COVID-19関連経費の税控除 

従業員の COVID-19 検査、個人用保護備品（「PPE」）や体温測定器の購入の手配等、

COVID-19予防策として発生した企業経費の税控除の期間が延長、範囲も拡大される。 

コメント: これは、2020 年 2 月 27 日に最初の景気刺激策の下で発表された、同様の

措置に続くものである。使い捨て PPE は、1967 年所得税法（「ITA」）の 33（1）項に基

づく税控除の対象であり、使い捨てでない PPEは、資本控除として請求できる。 

労働、安全、衛生の目的で発生した COVID-19及び非 COVID-19 関連の両方の出費

について、セクション 33（1）に基づいて納税者が請求できる控除範囲の更なる詳細が

提供され、明確になることが期待される。 

6. 新たな中小企業の設立促進、及び中小企業の競争力強化 

新しい事業の設立促進のため、2020年 7月 1日から 2021年 12月 31日までに設立

される新しい中小企業は、3 年の賦課年度に渡り、年間で最大 20,000 リンギットの所

得税リベートを享受できる資格を有する。 

合併及び買収（「M&A」）を通じた中小企業の競争力強化のため、2020年 7月 1日か

ら 2021年 6月 30日までの間に、M&A目的で締結された法律文書に関する、中小企

業への印紙税免除が発表された。 

コメント: 参考まで、M&A 取引の一部として通常締結される書類には、(i)株式譲渡証

書（通常の印紙税は、対価又は株式の市場価値のいずれか高い方の 0.3％）、更に(ii)

事業譲渡契約（通常の印紙税は、対価又は事業の市場価値のいずれか高い方の 1～

4％）がある。 

7. 住宅用不動産の印紙税と不動産収益税の免除 

マレーシアの不動産市場活性化のため、住宅所有者及び住宅購入者に以下の免除が

認められる。 

税の種類 優遇措置 

印紙税  住宅所有権キャンペーン（「HOC」）が再導入され、30 万リンギ

ットから250万リンギットの価格帯の住宅購入に対して、以下の

印紙税免除が認められる:  

(i) 譲渡証書に対する印紙税の免除が住宅購入額の最初の

100万リンギットに限り認められる; 更に 

(ii) 関連ローン契約に対する印紙税の全額免除 

印紙税免除の対象となるためには： 



 

税の種類 優遇措置 

(i) 不動産開発業者は、少なくとも 10％の割引を提供する必

要がある; 更に 

(ii) 関連売買契約書（「SPA」）は、2020年 6月 1日から 2021

年 5月 31日までの期間に締結する必要がある。 

コメント: 以前の HOCでは、2019年 1月 1日から 2019年 12

月 31 日までの期間に締結された SPA に関して、印紙税免除

を認めていた。 

不動産収益税 

("RPGT")  

2020年 6月 1日から 2021年 12月 31日までの期間にマレー

シア市民が住宅売却によって得た収益については、一人あたり

最大 3 件の住宅売却まで、不動産収益税の対象にはならな

い。 

コメント: 現在、マレーシアの市民による不動産売却の場合、通

常の不動産収益税率は、不動産の保有期間に応じて 5％から

30％の範囲である。 

 

8. 乗用車購入時の売上税免除 

自動車分野を刺激、自動車購入者に経済的救済を促すため、政府は乗用車について、

2020年 6月 15日から 2020年 12月 31日までの期間、以下の売上税免除を認める:  

(i) 現地で組み立てられた乗用車に対する完全な売上税免除; 更に 

(ii) 輸入車に対する 50%の売上税免除 

コメント: 現在、売上税は (i)現地組立業者による、販売業者向けに現地で組み立てら

れた自動車の販売価格、または(ii)輸入車の輸入に対して、10％課税されており、消費

者への最終価格に組み込まれている。税関からは、消費者が期待する最終価格の引

き下げと潜在的な移行上の問題（例えば、販売業者が現在保有している自動車が既に

売上税の対象となっている場合）について、更なる説明があると思われる。 

9. 柔軟な勤務形態の優遇措置  

在宅勤務を新しい基準として継続的に採用するよう促進するため、雇用主及び従業員

に次の優遇措置が出された:  

受容者 優遇措置 

柔軟な勤務形態

（「FWAs」）を実施、ま

たは既存の FWAsを強

化する雇用主 

 

2020年 7月 1日より、雇用主が負担する経費について、

更に税額控除される。 

コメント: 現在、3 年連続の賦課年度（「YAｓ」）における

Talent Corporation Malaysia Berhadにより検証された

FWAs の実施または強化のためのコンサルティング費



 

受容者 優遇措置 

用、及び従業員訓練費用に対して、税控除が認められて

いる。提案された優遇措置が、雇用主が請求可能な既

存の税額控除をどう強化されるかについては、更なる説

明があると思われる。 

従業員  2020年 6月 1日から、携帯電話、ノートブック、タブ

レットの購入において、個人所得税について最大

2,500リンギットまで控除。 

 2020年 7月 1日から、雇用主から携帯電話、ノート

ブック、タブレットを受領した従業員について、最大

5,000リンギットまで所得税から免除。 

コメント: これらの提案された優遇措置が、現在利用可能

な既存の優遇措置をいかに強化するかについては、更

なる説明があると思われる。例えば、現在、個人は個人

用の読書資料、パソコン、スマートフォン、タブレットの購

入、またはインターネット購読の際に発生する費用を

2,500 リンギットまで、ライフスタイル控除として請求でき

る。   

 

10. 育児費用の為の個人所得税控除 

賦課年度 2020年及び 2021年において、育児サービス費用に対する親の個人所得税

控除額が 2,000リンギットから 3,000リンギットに増加される。 

コメント: 現在、個人所得税の控除は、社会福祉省または教育省に登録されて

いる保育所または幼稚園に 6 歳以下の子供を預ける個人居住者のみが利用

できる。 

結論 

本国家経済回復計画によって導入された税制優遇措置の大部分は、COVID-19 パン

デミックによる経済的悪影響から回復を目指す個人及び中小企業のためのものである。 

しかしながら、政府の外国直接投資を誘致する取り組みは歓迎されており、良い結果

をもたらすことが期待される。多国籍企業は、この期間、事業移転に伴うリスクや課題

に直面する可能性もあるが、マレーシアは依然としてビジネスに適した国である。今後

も、MIDA 及びその他の当局が引き続き企業支援の環境づくりに注力し、より強力な景

気回復が期待される 。従って 、企業はこれらの動向を引き続き見守る 

ことを勧める。 

 

© 2020 Wong & Partners. All rights reserved. Wong & Partners is a member firm of Baker & McKenzie International, a global law firm with member law firms around the world. In accordance 

with the common terminology used in professional service organizations, reference to a "partner" means a person who is a partner or equivalent in such a law firm. Similarly, reference to an 

"office" means an office of any such law firm. This may qualify as "Attorney Advertising" requiring notice in some jurisdictions. Prior results do not guarantee a similar outcome.  

www.wongpartners.com 

Wong & Partners 
Level 21 
The Gardens South Tower 
Mid Valley City 
Lingkaran Syed Putra 
59200 Kuala Lumpur 


